
 

2023 年７月３日 

 
（東証スタンダード 証券コード 3974） 

【SCAT】 認定経営革新等支援機関 

経営力向上計画策定による先端設備導入計画サポート 

 

ＳＣＡＴ株式会社（小山本社：栃木県小山市、代表取締役社長：長島秀夫、以下「ＳＣＡＴ」

という。）は、経済産業省「認定経営革新等支援機関」として、株式会社石山商会様（栃木県小

山市、代表取締役：片浦克敏）の中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画策定による先

端設備の導入及び効率化支援を行いました。 

 

  

 

 

� 「株式会社 石山商会」様の事業概要 

 株式会社石山商会様は、昭和 46 年に栃木県小山市で創業し、製鋼原料の回収販売、産

業廃棄物の収集運搬、建築物・工場設備等の解体撤去工事請負などを展開しております。

近年では、建築物等の老朽化に伴う解体工事の需要が増大しており、そこから資源再利用

への工程が増えております。 

同社は、「ISO14001」を認証取得しており、自然環境のみならず、お客様や従業員など

企業を取り巻くすべての環境に配慮して事業活動を行っております。 

 

《会社概要》 

会 社 名 ： 株式会社 石山商会 

代表取締役： 片浦 克敏 

所 在 地 ： 栃木県小山市城北 3 丁目 2-12 

事 業 概 要 ： 製鋼原料の回収販売、産業廃棄物の収集運搬、解体撤去工事、

工作機械・重機の買取、フロンガスの回収 

H P  U R L ： https://iys.jp/ 

 

� 経営力向上計画策定による先端設備の導入と事業課題改善 

 株式会社石山商会では、製鋼原料の回収販売が事業活動の軸になっており、市場の相場

に左右されやすく、売上高が安定しないといった課題がありました。 

中小企業向けビジネスサービス事業のコンサルタント松﨑は、財務諸表を基に、お客様

と現状認識や経営課題、将来のビジョンについてミーティングを行いました。 
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その中で、近年、建築物等の解体工事の需要が増大しており、この比率を更に高めてい

くことで安定的な売上高及び利益の確保できる案が挙がりました。 

この改善策を土台に「経営力向上計画」を策定し、需要増大が見込まれる解体工事の業

務効率化及び請負量を増やすために大型の設備投資を行う計画を策定しました。 

具体的には、操作性・安全性に優れ長期活動を可能にする最新式の大型油圧ショベルを

導入することにより、解体作業現場における作業効率の改善を図り、積極的に解体工事を

受注することができる体制を確保し、この現場作業の効率化と並行して、空いた時間を業

務の安全対策やスタッフの育成に充てることで、「業務の質と量」の更なる向上に取り組

んでおります。  

 

（石山商会 HP より） 

� お客様の声 

経営力向上計画策定にあたって、最初に思ったことは、作成要綱のボリュームが多く、

内容が細かいということでした。このような計画を作成するには、非常に多くの時間と労

力を費やさなければならないかと思いました。 

そんな時に、松﨑さんが親身な対応と提案により、作成支援をお願いいたしました。 

当社の事業内容は一般の方には、馴染みがなく分かりやすく説明するのは難しいので

すが、丁寧にヒアリングをしてくださり、加えて、的確なアドバイスをしていただき、と

てもスムーズに行うことができました。 

 



 

� ＳＣＡＴのサポート 

当社では、毎月の業務の中で、お客様と現状や経営課題・将来のビジョンなどについて

ヒアリング、またその課題解決のためのサポートを提供しております。 

今回の案件では、お客様より「解体事業の拡大に向け作業の効率化のため最新鋭の機械

設備を導入したい」とのご相談を受けたことで、経営力向上計画と先端設備導入計画との

組み合わせをご提案しました。 

計画策定の段階では、経営力向上計画をお客様と一緒に考え、生産性向上と将来のある

べき姿などの行動計画、数値目標といった計画内容についてお客様にご満足いただける

よう、綿密に摺り合わせを行ってまいりました。 

計画の策定から実行まで当社で一貫したサポートを提供することで、お客様には安心

して事業に取り組んで頂くことができます。 

 

� 認定経営革新等支援機関とは 

「経営革新等支援機関」とは、中小企業支援に関する専門的知識や実務経験が一定レベ

ル以上にある者として、国の認定を受けた支援機関です。 

具体的には、中小企業を巡る経営課題が多様化・複雑化するなか、中小企業の経営力強

化を図るために事業計画の策定・実行支援、財務内容等の経営状況分析といった専門性の

高い経営相談、金融支援等の支援事業を行います。 

 

※）ＳＣＡＴは経済産業省が定める「経営革新等支援機関」です。 

 

 

� ＳＣＡＴ株式会社について 

会 社 名 ： ＳＣＡＴ株式会社 

代 表 者 ： 代表取締役社長 長 島 秀 夫 

所 在 地 ： 小山本社：栃木県小山市城東一丁目６番 33 号 

上 場 市 場 ： 東京証券取引所スタンダード市場（証券コード：3974） 

企業 U R L： https://www.scat.inc/ 

 

 

【本件に関する問い合わせ先】 

ＳＣＡＴ株式会社 IR 担当 高橋 

住所：東京都中央区日本橋本町 3-8-4 ７階 

TEL ：03-5623-9670 FAX：03-5623-9687                                        

以上 

 


